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■  持続可能な地域社会の実現に向けた金融仲介機能の発揮

金融仲介機能の発揮に向けた取り 組み

金融仲介機能の発揮およ び地域活性化に関する 取り 組み方針

　 当社グループは、地域金融機関とし て、地域経済の活性化・ 発展に貢献すること が最大の使命であると 考えています。これ

を実現するため、これまで培ってきたスキルやノウハウ、総合金融グループとし ての幅広いソリューショ ンや広域なネット ワーク

を活用し て、質の高い金融仲介機能を発揮し ていきます。

　 課題解決に向けた最適なソリューショ ンを積極的に提供し 、お取引先の成長に貢献し ていく こと で、FFG がサステナビリ

ティ 方針とし て掲げる「 地域経済発展への貢献」と「 FFG の企業価値向上」の好循環サイクルを創出し 、持続可能な地域社会を

実現し ていく ことを目指します。

FFG が目指す姿の実現に向けて

　 第7 次中期経営計画の重点取り 組みである「 営業改革」では、お客さまの中・ 長期的なニーズや課題を共有し て本業支援に

取り 組むゴールベース型営業を実践し 、お客さま本位の営業を徹底し ていきます。また「 戦略系子会社の強化」においては、グ

ループ会社の事業領域を拡大すること で、グループ総合力およびソリューショ ン力を向上さ せます。

　 多様化するお客さまニーズに対応し ながら付加価値の高いサービスを提供し ていく 金融グループとなることで、目指す姿を

実現し ていきます。

ファイナンスとコンサルティ ングを通じ て

すべてのステーク ホルダーの成長に貢献する

ザ・ ベスト  リ ージョ ナルバンク

FFGが考えるサステナビリティ

サービス開発力
好循環サイク ルを創出し 、

持続可能な地域社会の実現に貢献

グループ総合力の発揮 好循環サイクルの実現

最適なソリューショ ン提供

地域経済発展への貢献

FFG の企業価値向上

長期ビジョ ン（ 2 0 3 0 年に目指す姿）
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第7 次中計経営計画

業務改革2 n d 営業改革

戦略系子会社の強化 新事業への挑戦

多様化するニーズに応え、お客さま起点の

使いやすいサービスを社内でつく り、改善していく

ソリューショ ン力
地域社会やお客さまの課題を解決できる、

付加価値の高いソリューショ ンと担当者のスキル

組織力
オープンでフラット な組織風土のもと一人ひとりが

自律的に行動し 、グループ一丸となって目標を達成する

事業性融資

事業再生・承継

事業再編

デジタル化

起業支援

商品販売支援

SDGs支援 新たな価値共創 他

証券 SD Gs支援
コンサルティ ングマーケティ ング

保険リ ース

ベンチャー

支援
デジタ ル化

支援

再生支援 人材紹介

外部環境

ＦＦＧ
利益の

持続的成長

お客さま
あり たい姿の

実現

地域
経済の

持続的発展

ESG /SD G s

デジタル化

価値観の多様化

規制緩和

人口減少/高齢化



■ 取り 組み体制

　 当社グループでは、グループ 3 行およびグループ 関連会

社、さらには外部専門家・ 外部機関と の幅広いネット ワーク

を活かし ながら 、事業性評価を実践すること により 、お客さ

まの成長ステージ・ 経営課題・ 様々なニーズに応じ た最適な

ソリューショ ンを提供する体制を構築し ています。

　 また、地域金融機関に期待さ れる役割をこ れまで以上に

果たすべく 、本部・ 営業店・ グループ 各社が一体と なって 、

当社グループ が持つ知見やネット ワークを外部機関などと

連携し ながら 活用する体制を構築し ています。

　 ゴールベース型営業実践の鍵となるのは担当者の思考・ 行

動です。今回、FFG 営業担当者の提供価値を改めて定義し 、

法人・ 個人それぞれの分野で目指す姿を明文化しまし た。1 0

年2 0 年後を見据えた質の高いご提案は、商品・ サービスを切

り 口とした対話ではなく 、お客さまの経営理念や、人生に対す

る考え方など、これまで以上に深い対話を通じて理解を深め

た結果生み出さ れるものです。担当者が「 中長期目線で今お

客さまに必要なものは何か」「 どう すれば地域がもっと 良く な

るか」と いう 角度で考え、能動的に行動できる体制や風土を

構築していきます。

　 そうした営業人財の差別化こそが金融機関にとっては最大

の競争優位性であり 、ブランド 力の向上につながります。“ お

客さまのお役に立てる”という 手ごたえは、個人のやりがいに

留まらず、組織力の向上にもつながるものと 考えています。

外部機関

持株会社

● お客さま窓口● ソリューショ ン提供　 ● 自治体窓口　 ● 金融円滑化統括

地域共創部

ソリューション営業部

グローバルソリューション部

産業金融部

営業統括部

融資部

融資統括部

営業推進部

法人営業部

ソリューション営業部

融資部

営業推進部

ソリューション営業部

地域振興部

融資部

銀行本部 店舗

● 中小企業の経営支援

● 地域活性化

● 公的機関

　（ 中小機構・
　 商工会議所等）

● 中小企業診断士

● 税理士

● 監査法人

● 地域経済活性化
　 支援機構

● 中小企業
　 再生支援協議会

● 地域ネット ワーク

● ファンド 　 など

ふく おかフィ ナンシャルグループ

連携

グループ関連会社

・ FFGビジネスコンサルティング

・ FFG証券

・ ふく おか債権回収

・ FFGほけんサービス

・ FFGリース　 　 　 　 　   他

営業店

ローンセンター

法人ビジネスサポート センタ ー

FFG が考えるゴ ールベース型営業

ゴールベース型営業

お客さ まをよく 知ること を起点とし て、

中長期的なお客さ まのゴールやニーズ、課題や不安を共有し 、

その実現に必要なソリューショ ンの継続的な提供を通じ て実現に貢献

法人ビジネス

お客さ まの事業課題をいっしょに解決する

“事業パート ナー”と なり 、

本業支援を実践

個人ビジネス

お客さ まの人生の課題解決や豊かな未来を

実現するための“人生の伴走者”と なり 、

 ト ータ ルラ イフコ ンサルティ ングを提供

財務 非財務 両面のサポート

お客さ ま

伴走する

SD Gs達成

課題を解決する

対話を 通じ て

ゴ ールを 共有する

現 状 持続可能な

ビジネスモデルの構築

メ イン取引先の

増加

お客さ まと の強固な

信頼関係を構築

あ
り
た
い
姿

（
ゴ
ー
ル
）



福岡銀行

8 ,4 5 2 社

2 2 ,2 8 0 億円

6 ,8 2 9 先

8 0 .7 %

メイン取引先数< グループベース>（ A）

メイン取引先の融資残高

Aのう ち経営指標等が改善し た先（ B）

改善先の割合（ B／A）

熊本銀行

2 ,6 7 0 社

2 ,8 0 9 億円

2 ,0 9 8 先

7 8 .5 %

十八親和銀行

4 ,8 9 4 社

8 ,4 6 0 億円

3 ,8 7 4 先

7 9 .1 %

（ 2 0 2 3 年3 月末）

■ グループ 総合力の発揮による多角的なサポート

　 お客さまや地域社会の課題は、人手不足、デジタ ル化へ

の対応、後継者不足など多様化かつ複雑化し ています。ま

た、サプライチェ ーン 全体でSD G sへの対応が求めら れる

よう になっていること から 、中小企業のお客さ まにおいて

も 、脱炭素をはじ めと する環境対応などの自然資本、雇用

維持や従業員満足度等の社会・ 人的資本の取り 組みへの

関心が高まっています。

　 FFGでは、従来からご提供し てきたM＆A・ 事業承継、ビジ

ネスマッチング等に加え、近年はSD G s支援、デジタ ル化支

援と いった新たな分野へソリューショ ンを拡げています。特

にニーズの高い機能や、規制緩和で可能になった業務を担

う 戦略系子会社を新設するなど、事業領域を拡大し ていま

す。豊富なソリューショ ン機能はFFG の強みです。今後はさ

らに外部と のアライアンスも 進めながら 専門性を向上さ せ、

グループ全体のソリューショ ン力を引き上げていきます。

　 基本方針に基づき、グループ 一体と なって最適なソリューショ ンを提供すること で、取引先企業の経営改善に向けた

取り 組みを積極的にサポート し ています。

■ メ イン 取引先の状況

戦略系子会社8 社

サステナブルスケール
・ SD G sの普及推進

・ Susta in a b le  Sca le

 In d ex（ SSI）評価

iBa nk
マーケティ ング

・ デジタ ルマーケティ ング

・ ブランディ ング

FFG  Successio n
・ M ＆Aアド バイ ザリ ー

・ 事業承継コ ンサルティ ング

サク セショ ン

FFG成長投資
・ 投資業務

FFG証券
・ 証券業務

FFGリ ース
・リ ース業務

FFGビジネス
コ ンサルティ ング

（ FFGBC）
・ 経営コ ンサルティ ング

・ 不動産ソリューショ ン

・ ビジネスマッ チング・ 人材紹介 FFG ベンチャー
ビジネスパート ナーズ

（ FV P）
・ スタ ート アッ プ 企業の

 投資･育成

〔 法人債務者先数〕（ 3行合算）

23/3末22/3末21/3末

7.0万先 7.2万先 7.2万先

〔 ビジネスマッ チング成約件数〕

2022年度2021年度2020年度

1,391件

2,037件

2,893件

〔 中小企業等貸出金残高〕
（ 3行合算） （ 3行合算）

23/3末22/3末21/3末

10.5兆円 10.9兆円
11.3兆円



･当社グループ のメ イン取引先のう ち7 割以

上の取引先において、売上増加等経営指標

の改善が見られており 、経営改善に伴う 資

金需要等にも積極的に対応しています。

※メイン取引先

決算データ が直近２ 期あり 、当社グループ

行の融資残高が最も 大きい法人取引先

グループ

※経営指標

売上高、営業利益率、従業員数、労働生産性

（ 従業員一人当たり の営業利益）

■2 0 2 1 .3 末　 ■2 0 2 2 .3 末　 ■2 0 2 3 .3 末

（ 単位： 億円）■  経営指標等が改善し た先（ B）の融資残高

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

19 ,2 5 9
17 ,9 3 6 1 8 ,2 3 8 2 ,2 7 42 ,2 6 5 2 ,2 0 3

7 ,3 7 7
6 ,7 7 5 6 ,7 2 0

担保・ 保証に過度に依存し ない融資

　 当社グループでは融資に際し て、取引先企業の事業内容

等を分析し たう えで、事業に必要な資金を融資し ています。

その際、融資金の使途や返済原資等を総合的に勘案し 、担

保や保証をご 提供いただく 場合も ありますが、必ずし も 融

資額相当の担保や保証をご 提供いただいている訳ではご

ざいません。

　 下図のと おり 、地元中小企業に対する融資においても 、担

保・ 保証の評価以上に融資を行い、与信残高に占める非保

全額は5 0％以上で推移し ています。

　 今後も 取引先企業の事業内容や成長可能性を適切に評

価する「 目利き力の更なる向上」に取り 組むとともに、「 担保・

保証に過度に依存し ない融資」により 一層努めていきます。

【 福岡銀行】 【 熊本銀行】 【 十八親和銀行】

■ 地元中小企業融資先の非保全額・ 非保全率 与信残高 非保全額 （ 単位：億円）

非保全率（ 単位：％）

※地元： 福岡銀行： 九州全域／熊本銀行： 熊本県／十八親和銀行： 長崎県・ 佐賀県

※中小企業： 地方公共団体・ 大企業・ 中堅企業を除く

※非保全額（ 率）： 不動産等の担保・ 保証協会保証がおよんでいない融資額（ 非保全額が融資総額に占める割合）

2 0 2 3 .3 末2 0 2 2 .3 末2 0 2 1 .3 末

3 6 ,5 5 9

19 ,980

35 ,9 2 3

1 9 ,6 7 5

5 4 .8 54 .7

35 ,2 6 2

1 9 ,2 3 6

5 4 .6

2 0 2 3 .3 末2 0 2 2 .3 末2 0 2 1 .3 末

5 ,7 3 2

2 ,9 8 2

5 ,8 9 2

3 ,1 8 2

52 .0
5 4 .0

5 ,8 2 1

2 ,9 5 6

5 0 .8

2 0 2 3 .3 末2 0 2 2 .3 末2 0 2 1 .3 末

9 ,8 4 1

5 ,4 3 9

9 ,8 8 4

5 ,4 4 8

55 .3 55 .1

10 ,1 4 0

5 ,6 7 7

5 6 .0

ラ イフ ステージに応じ たソリューショ ン の提供

　 当社グループは、お客さまの各ステージ（ 創業期、成長期、安定期、低迷期、再生期）におけるニーズや経営課題を解決し 、

中長期的な成長を支援する最適なソリューショ ンを提供し ています。

【 ライフステージ】

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

M &A

ファンド の活用

ビジネスマッチング

ファンドを活用した

創業・ 開業支援

事業再生支援

M &A・ 会社分割

事業承継支援



■ 成長期・ 安定期

　 当社グループでは、お客さまの販路開拓支援等のためビ

ジネスマッ チン グや各種商談会を 積極的に行っています。

海外進出や海外への販路拡大等については、福岡銀行の

海外駐在員事務所や外部提携機関と 連携し サポート し て

います。また、お客さ まの事業規模拡大等の成長支援のた

め、M & A等のソリューショ ンも 提供し ています。

・ M & A支援先数は、お客さまからご相談をう けて事業譲受・ 譲渡が成約し た先のみ計上し ています。

先数

福岡銀行 十八親和銀行熊本銀行

2 0 2 2 年度

1 6 社

2 0 2 1 年度

1 7 社

2 0 2 2 年度

1 5 社

2 0 2 1 年度

2 2 社

2 0 2 2 年度

3 社

2 0 2 1 年度

2 社

■Ｍ&Ａ 支援先数

■ 商談会・ セミ ナー等開催実績

■ ファンド を 活用し た創業・ 開業支援事例 

開業前 創業期

➡ 資金供給だけでなく 、事業化支援プ ロ グラ ムや営業支援など 、包括的な支援を 提供

成長期

IPO

ふく おかフィ ナンシャルグループ
企業育成財団

九州オープン
イノ ベーショ ンファンド

FFG  ベンチャーファンド

FFG  CV C  ファンド

九州最大規模の
ベン チャー投資ファ ンド

FFG と のシナジー
創出を 目指す

九州の大手
企業等が出資

大学発ベンチャーを 中心に
研究開発助成金を拠出

～海外商談会・ セミ ナー～

● 台湾ビジネスセミ ナー in  熊本

● 第1 3 回「 香港・ 華南地区 日系企業ビジネス交流会」

～国内主なセミ ナー～

● 新入社員研修会、新入社員フォローアップ 研修会 

● 企業ブランディ ング取り 組みの進め方 

● リ ーダーシップ・ ベーシック  

● 実践！ 報告・ 連絡・ 相談セミ ナー

● 新入社員教育担当のための1 D ay準備講座

〈 台湾ビジネスセミ ナー in 熊本〉

〈 香港・ 華南地区 日系企業ビジネス交流会〉

■ 創業期

　 当社グループでは、開業前から 成長期にかけて、ファンド を活用し た安定的な資金供給や、事業化支援プログラムの提供、

営業支援など、さまざまな創業・ 開業支援を行っております。



■ 事業承継

事業再生支援の事例

後継者問題を抱える企業

資産の承継

経営の承継

●親族内承継

●役員・ 従業員への承継

●外部からの招聘

●M & A

サ
ポ
ー
ト事

業
承
継
先

決算書類、財務資料等に基づき 、株

式の概算評価額を算定します。

株式の効果的な移転スキーム、企業

再編、従業員持株会、ＭＢＯ 、事業承

継ファンド の活用等、お客さまの状況

に応じ て、適切な事業承継プラ ンの

提案を行います。

相続対策等について、適切な手法に

よる対策の提案を行います。

セミ ナーを通して事業承継のポイント

や関連情報等を提供します。

自社株
概算評価

事業承継
プランの提案

相続対策
の提案

事業承継
セミ ナーの実施

Ｆ
Ｆ
Ｇ
グ
ル
ー
プ
3
行

◇事業承継支援先数

福岡銀行

熊本銀行

十八親和銀行

事業承継相談件数

2 02 2 年度

6 1 1 件

1 2 3 件

4 5 8 件

2 0 21 年度

3 2 2 件

1 2 2 件

2 1 4 件

～D D Sを活用し た金融支援～

【 バランスシート の変化】

本件経緯

●福岡銀行（ メ イン ）主導による福岡県中小企業再生支援協議会と 連携し た

 A 社に対する事業再生支援

●主要取引先B社から の再生支援があり 、福岡県中小企業再生支援協議会の

 関与により 作成さ れた計画の蓋然性が高いこと から 以下の支援を実施
・ 取引行協調でのD D Sによる支援

・ D D S後の残債をリファイナンスし 元金返済を猶予　・ 設備資金を融資

取り 組み前 取り 組み後

負債

D D S

負債
資産資産

実質債務超過実質
債務超過

※D D S…既存融資を劣後ローンに転換すること

A 社

B社D D Sによる金融支援　  設備資金融資

営業面・ 人材面の
支援

計画策定支援

福岡銀行・ 取引行

福岡県中小企業
再生支援協議会

●地域における雇用の確保

●主要取引先と の関係継続による商流の維持

●D D Sによる財務体質の改善、設備資金の融資による生産能力の向上等

支援による効果

■ 低迷期・ 再生期

　 当社グループでは、事業再生・ 経営改善のための支援に

ついては、お客さ まと の十分な話し 合いを通じ て営業店と

本部専門部署や外部専門家と 密に連携を図り ながら 、課題

解決に向けた取り 組みを行っています。財務面から の各種

サポート に加えて、事業面においても 経営課題の発見から

改善策の策定・ 実施までのサポート を行っています。

　 今後も、これまで蓄積してきたノウハウの活用や、新しい手

法を駆使し 、財務・ 事業の両面からのサポート を目指します。

　 近年、経営者の高齢化が進むなか、事業承継問題は企

業や地域社会にとって非常に重要な課題です。

　 当社グループ では、事業承継の課題解決に向けた体

制を構築し 、外部の専門家等と も 連携し ながら 、各種事

業承継支援メ ニューを提供し ています。後継者問題、自社

株対策、相続税対策等のお客さ まのさ まざまな 悩みに、

税理士・ 公認会計士等の専門家やグループ 関連会社と

連携し てお応えします。

好調先 順調先 不調先
条件変更先総数

3 ,9 1 9 社 2 6 社 1 3 4 社 3 ,7 5 9 社

1 ,0 1 1 社 1 8 社 4 5 社 9 4 8 社

1 ,9 2 8 社 1 3 社 6 3 社 1 ,8 5 2 社

福岡銀行

十八親和銀行

熊本銀行

■ 融資条件を変更し た先に係る経営改善計画の進捗状況 
（ 2 0 2 3 年3 月末）

・ 融資条件を変更し た先のう ち好調先、順調先は、経営

改善計画を策定し 、計画を達成し ている先を計上し て

います。

・ 不調先の中には、経営改善計画の策定に至っていない

取引先も 多数含んでいますが、外部専門家紹介等、適

切な支援を提供し ています。



※経営改善支援先： 当社グループが主導し て、経営改善計画策定や経営改善計画実現に向けた支援を行う 先

　 実抜計画認定先： 当社グループが、経営改善計画を「 実現可能性の高い抜本的な計画」と 認定し た先

◇経営改善支援先および実抜計画認定先の取り 組み実績 （ 対象期間： 2 0 2 2 年4 月～2 0 2 3 年3 月）

福岡銀行

3 9 ,9 7 8 先

4 8 8 先

（ 1 .2 % ）

2 4 先

（ 4 .9 % ）

2 7 5 先

（ 5 6 .4 % ）

熊本銀行

1 2 ,6 5 0 先

2 1 0 先

（ 1 .7 % ）

1 3 先

（ 6 .2 % ）

1 1 6 先

（ 5 5 .2 % ）

十八親和銀行

2 0 ,1 9 6 先

3 6 1 先

（ 1 .8 % ）

2 7 先

（ 7 .5 % ）

1 7 7 先

（ 4 9 .0 % ）

期初債務者数

期末に債務者区分がランクアップした先数

（ ランクアップ 率）

再生計画を策定し た先数

（ 再生計画策定率）

3 0 ,3 3 8

1 0 ,7 0 9

3 5 .3％

1 ,4 8 1

5

新規融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存し ない融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存し ない融資の割合

保証契約を解除し た件数

ガイド ラインに基づく 保証債務整理の成立件数

8 ,4 3 5

2 ,2 9 2

2 7 .2％

4 7 7

3

1 4 ,3 3 2

4 ,8 4 7

3 3 .8％

8 7 6

0

（ 単位：件）

※保証契約を変更し た件数には、担保預金を考慮し た結果、保証金額を減額し た件数を計上し ています。

◇「 経営者保証に関するガイドライン」に係る取り 組み状況 （ 対象期間： 2 0 2 2 年4 月～2 0 2 3 年3 月）

　 また、お客さまと 保証契約を締結する場合、お客さまから 既存の保証契約の見直し・ 事業承継のお申し 入れがあった場合、

保証人である方が経営者保証に関するガイド ライン研究会が定める「 経営者保証に関するガイド ライン」に則し た保証債務の

整理を申し 立てられた場合は、同ガイド ラインおよび『 事業承継時に焦点を当てた「 経営者保証に関するガイド ライン」の特則』

に基づき誠実に対応するよう 努めていきます。
※ご相談に迅速かつきめ細かく 対応するため、営業店および本部に「 金融円滑化対応責任者」と「 金融円滑化対応担当者」を設置し 、実務対応の管理を行っています。

経営改善支援取り 組み先等

（ 経営改善支援等取り 組み率）

金融円滑化の取り 組み

　 当社グループは、業務の健全かつ適切な運営の確保に留意し つつ、中小企業者および住宅ローンをご利用のお客さまか

らご返済条件の変更等のお申込みなどがあった場合には、適時適切に対応し ていきます。

　 特に、中小企業者のお客さまからの経営改善・ 事業再生に関するご 相談をいただいた場合は、お客さまの事業についての

可能性やその他の状況を勘案し つつ、経営改善計画の策定支援ならびに進捗管理、助言を行う よう 努めます。なお、他金融

機関、政府系金融機関、信用保証協会、中小企業活性化協議会など外部機関が関係し ている場合には、当該機関と 緊密な

連携を図るよう に努めます。

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行



※2 0 2 2 年4 月～2 0 2 2 年9 月に代表者が変更となり 、保証契約の解除・ 締結などの手続きを2 0 2 2 年1 0 月～2 0 2 3 年3 月に実施した場合は、2 0 2 2 年4 月～2 0 2 2 年9 月の

　 実績を修正するとともに、2 0 2 2 年1 0 月～2 0 2 3 年3 月の実績として計上しております。

※朱色下線が修正箇所です（ 左記に伴い、割合も修正しています）。

1 6 ,8 9 3

5 ,5 4 1

3 2 .8％

新規融資件数 

新規融資に占める経営者保証に依存し ない融資件数※ 

新規融資に占める経営者保証に依存し ない融資割合

5 ,1 2 6

1 ,3 3 6

2 6 .1％

8 ,3 0 6

2 ,8 3 7

3 4 .2％

（ 単位：件）・ 新規融資に占める経営者保証に依存し ない融資の状況 （ 対象期間： 2 0 2 2 年1 0 月～2 0 2 3 年3 月）

（ 単位：件）・ 事業承継時における保証徴求の状況 （ 対象期間： 2 0 2 2 年1 0 月～2 0 2 3 年3 月）

5 ,5 3 5

5

1

0

新規に無保証で融資し た件数 

停止条件つき保証契約を活用し た件数 

解除条件つき保証契約を活用し た件数 

ABLを活用し た件数 

1 ,3 3 1

0

5

0

2 ,8 3 6

0

1

0

福岡銀行

新旧両経営者から保証徴求

旧経営者のみから 保証徴求

新経営者のみから 保証徴求

経営者からの保証徴求なし

熊本銀行

（ 単位：件）※内訳 

4

2 6 5

1 4 3

4 5

件数

0 .9％

5 8 .0％

3 1 .3％

9 .8％

割合

1

8 1

4 3

1 7

件数

0 .7％

5 7 .0％

3 0 .3％

1 2 .0％

割合

4

9 4

7 2

4 2

件数

1 .9％

4 4 .3％

3 4 .0％

1 9 .8％

割合

1 3 ,4 4 5

5 ,1 6 8

3 8 .4％

新規融資件数 

新規融資に占める経営者保証に依存し ない融資件数※ 

新規融資に占める経営者保証に依存し ない融資割合

3 ,3 0 9

9 5 6

2 8 .9％

6 ,0 2 6

2 ,0 1 0

3 3 .4％

（ 単位：件）・ 新規融資に占める経営者保証に依存し ない融資の状況 （ 対象期間： 2 0 2 2 年4 月～2 0 2 2 年9 月）

（ 単位：件）・ 事業承継時における保証徴求の状況 （ 対象期間：2 0 2 2 年4 月～2 0 2 2 年9 月）

5 ,1 6 0

6

2

0

新規に無保証で融資し た件数 

停止条件つき保証契約を活用し た件数 

解除条件つき保証契約を活用し た件数 

ABLを活用した件数 

9 5 5

0

1

0

2 ,0 0 7

0

3

0

福岡銀行

新旧両経営者から 保証徴求

旧経営者のみから 保証徴求

新経営者のみから 保証徴求

経営者からの保証徴求なし

熊本銀行

（ 単位：件）※内訳 

0 .0％

6 0 .4％

2 9 .6％

1 0 .0％

割合

0 .0％

6 3 .2％

2 8 .6％

8 .2％

割合

0 .3％

4 9 .5％

4 2 .0％

8 .1％

割合

ご 参考

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

十八親和銀行

十八親和銀行

十八親和銀行

熊本銀行福岡銀行

0

2 9 6

1 4 5

4 9

件数

0

1 1 5

5 2

1 5

件数

1

1 5 2

1 2 9

2 5

件数



F F G（ ふく お か フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ ） の 考 え る 地 方 創 生 と は

地域のN O .1 金融グループと し て 、魅力ある 地域を 創造する ために

地域の で 連携し を 行い

し ま す 。

に主体的に取り 組んで いま す 。

「 地域が抱える 課題解決」

「 地域経済の活性」

産学官金

「 ビ ジネス機会」を 創出

「 事業提案」

事 業 提 案 予算 認 定 事 業 化 自走 化

オープ ン イノ ベーショ ン の実現

地方創生プラ ッ ト フ ォ ーム

課題解決 ビ ジ ネス 創出

地 域の課 題

観光振興 高齢化対策 ヘルスケア スマート シ ティ まちづく り IC T化 雇用創出 公共施設

複合化

防災、害獣

対策他

産・ 官・ 学・ 金  連携FFGグループの総合力

自治体 地場企業 アラ イ アンス

企業

大学

地域活性化に向けた取り 組み

FFG の考える 地方創生

　 2 0 2 1 年度より 、国は「 まち・ ひと・

し ごと 創生総合戦略」を抜本的に改

訂し「 デジタ ル田園都市国家構想総

合戦略」を新たに策定しまし た。本戦

略に基づき、各地方自治体は、デジ

タ ルを 活用し た地域の課題解決に

向けた取り 組みを推進し ています。

　 FFG では、地域金融機関に期待

さ れる役割をグループ 一体と なって

発揮し ていく ため、サポート 体制を

強化し ています。魅力ある地域を創

造するため、地方自治体や地域の事

業者と 連携し ながら 、「 地域経済の

活性化」「 地域の課題解決」に向けた

取り 組みや持続可能なビ ジネス機

会の創出を支援し ています。

■ 歴史的資源を 活用し た拠点づく り

　 九州北部豪雨により 、公共交通機関の運休や自然林の倒壊・ 社殿の破損等、大きな影響を受けた添田町では、町のシンボ

ルである日本三大霊山 英彦山の魅力を活かし た観光振興の推進による移住人口・ 交流人口の増加を目指し ています。その一

環とし て、観光庁事業を活用し 、修験道体験ツアー（ 観光コンテンツの造成・ 人材育成）と 宿坊の物件調査を実施しまし た。将

来的な宿坊を改修し たビジネス化に向けて、参道沿いの観光交流拠点となる高付加価値ホテルの開業を目指します。

●添田町 英彦山　 宿坊再生プロジェクト



■ デジタ ルを 活用し た地域産品の販路開拓支援

　 野生鳥獣による農林水産物被害が課題と なっている福

岡県では、ジビエを地域資源と 捉え、有効活用する取り 組み

を推進し ています。その取り 組みの一環とし て、ジビエの消

費拡大・ 情報発信を目的に「 ふく おかジビ エ」の販路開拓と

プ ロモーショ ン 支援を実施し まし た。「 ふく おかジビ エフェ

ア」と 題し 、グルメ イベント の開催およびジビ エ認証店のお

得なお食事チケット を FFG のC Fサイト「 エンニチFU N D -

IN G 」で販売する等、リアルとオンラインのハイブリッド で本

取り 組みを支援しまし た。福岡県産ジビ エの認知拡大を通

じ て、害獣駆除と 飲食店への売上貢献の好循環を 生んだ

サステナブルな取り 組みとなりまし た。

●福岡県産ジビエ消費拡大支援

　「 おいし い南島原」をテーマに、南島原市の食・ 自然・ 歴

史・ 観光などの魅力の発信を目的とし た「 南島原市総合的

プ ロモーショ ン 推進事業」の一環とし て、長崎文化放送と

連携し 、FFG のECサイト「 エンニチ」内で、南島原市の特産

品の特集を開催しまし た。

　 本特集では南島原の名産品の情報を発信し 、コ ロナ禍

で現地に赴く こと が難し い中でも お取り 寄せができるよう

な企画とし て取り 組みまし た。

　 今回の事業をきっかけとし 、各事業者によるSN Sでの情

報発信やECサイト での販路拡大への取り 組みを 、今後も

継続的に支援し ていきます。

●南島原の名産品販路拡大支援

　 熊本市と の「 歴史まちづく りに関する連携協定」に基づく 取り 組みの一環とし て、早川倉庫（ 熊本市の新町・ 古町地区に明治

1 0 年に建設さ れた 歴史的建造物）2 階の一部をリ ノ ベーショ ンし て 開始さ れた 、ワーキン グス ペース 事業（ 早川倉庫

W O RKIN G SPACE 素心吟舎）に対し 、金融面での支援を行いまし た。本施設は、今後の熊本を担う 人々やベンチャー企業の

育成を行う ことを目的とし 、学生や若手経営者たちの学びの場とし て、また、ビジネスにもつながる拠点とし て活用さ れる予定

です。

●熊本市古町 早川倉庫再生プロジェクト



■ 人材育成を目的とし た文化芸術振興への取り 組み

　 福岡市が掲げるグローバル人材育成および文化芸術振興に寄与する取り 組みの一環とし て、福岡銀行と FFG 文化芸術財

団主催の小中学生参加型ミ ュージカル「 W O RLD  M U SIC」をFFGホールにて開催しまし た。

　 本イベント は、英語で歌やダンスをミ ュージカル形式で披露するも のです。参加対象者は、福岡市近郊にお住まいの小学3

年生から中学3 年生で、総勢1 2 0 名程参加いただきまし た。参加し た子どもたちは、4 日間計1 8 時間のレッスンを経て、大観衆

を前に成果を披露しまし た。今回の活動を通じ て、子どもたちに文化芸術に触れる機会や英語で自己表現するすばらし さ 、作

品を作り 上げる上でのチームワークなどさまざまな体験による学びの機会を提供すること ができまし た。

●市民参加型ミュージカルの開催

●脱炭素を目指した土地区画整理事業

■ 持続可能なまちづく り

　 人口減少、後継者不在の土地（ 農地や耕作放棄地）など、

市町村や地元住民・ 地権者が抱える 地域社会の課題をま

ち づく り の観点から 解決に向けた取り 組みを 行っ ていま

す。その一つとし て土地区画整理事業への取り 組みがあ

り 、道路・ 公園等の公共施設を整備・ 改善し つつ農地等の

土地の区画を整え宅地の利用促進を図り 、市街地の新た

な創出を担っています。

　 従来のよう な立地環境、交通アク セスに重点を 置いた

コ ンセプト だけではなく 、「 安心安全」「 健康」「 防災」「 環境」

「 エネルギー」「 モビリ ティ 」などのさ まざまな角度から 住人

の快適性を考え、地域の特性を活かし た「 持続可能なまち

づく り 」を目標とし て掲げ、官民連携し 実践に向けた取り

組みをし ています。

イメージ｜全体

イメージ｜無電柱化したまちなみ



PPP   パブリ ッ ク・ プラ イベート・    

          パート ナーシップ

： 官民協働。官と 民の協業により 、

  より よい公共サービ スを目指すも の。　

PFI    プラ イベート・ ファ イナンス・

        イニシアティ ブ

： PPPの一つで、PFI法に基づく

  民間資金を活用し た社会資本 

  整備手法。
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PPP／PFI関連事業者（ 建設、運営、コ ンサル）

中央大手企業

●地場企業へのノウハウ提供、地場企業人財育成支援

●国内制度、動向等に関する情報提供

地方自治体

●地域密着型PPP／PFIに適した施設整備案件の提供

●地域密着型PPP／PFIに向けた制度設計

PPP／PFI関連事業者
（ 設計/建設/運営等）

地場企業

●新領域への事業展開

　（ 収益機会の創出）

●社内体制整備、人財育成

●業界内ネット ワーク構築

●企画提案力の習得

PPP／PFI事業

●地場企業の事業参入

●財政負担の軽減

　 平準化

●地域内での資金循環
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■ PPP／PFIの取り 組み

　 政府は、民間の事業機会の拡大による経済成長を実現し

ていく ため、新たな官民連携（ PPP／PFI）事業に係る具体

的な案件が自立的に展開さ れる基盤の形成等を推進し 、幅

広い自治体での取り 組みを促し ています。こ れを受けて自

治体でも 、PPP／PFIのノ ウハウの共有・ 習得、関係者間ネッ

ト ワーク 構築等、具体的な動きが始まっているところです。

　 左記に対応する取り 組みとし て、地域金融機関である当

社グループ 3 行は、「 公共セクタ ー」「 地場企業」「 中央大手

企業」と 連携し 地域密着型PPP／PFIの実現に向けて取り

組んでいます。特に、「 地場企業」がPPP／PFI事業に参画で

きるよう な環境づく りやサポート を積極的に行っています。

　 福岡市は地域住民の交流を促進する 場を提供し 、地域

コミ ュニティ の活性化、文化・ スポーツの振興、地域福祉の

向上に寄与するため、区レベルの行政サービスを補完する

施設である「 早良南地域交流センタ ー」を整備、維持管理お

よび運営する事業をPFI（ サービス購入型）にて実施しまし

た。地場金融機関とし て事業者（ SPC）に対する事業資金融

資を行う こと で、地域活性化の一助を担う 活動に携わりま

し た。

●早良南地域交流センタ ー整備事業（ サービス購入型PFI）

　 2 0 1 6 年4 月に発生し た熊本地震からの創造的復興に向

けた各事業を推進する益城町において、「 住みたいまち、住

み続けたいまち、次世代に承継し たいまち」をコンセプト とし

た、地域住民・ 地権者主体による組合施行の区画整理事業

が進捗し ています。当事業に対する 金融面の支援に加え

て、商業施設のほか医療・ 福祉施設等の生活利便施設の誘

致支援などに取り 組むなど、各関係者と 連携を図り つつ、持

続可能なまちづく りを推進し ています。

●益城町の区画整理事業



■ スタ ート アッ プ 企業と 地域企業と のマッ チン グの取り 組み

　 FVP投資先を中心とし た国内スタ ート アップと 、グループ

3 行のお取引先をはじ めと する地域企業と の交流イ ベント

「 X‐ Te ch  M a tch  u p  」を継続開催し ています。2 0 2 3 年

3 月の北九州市での開催時には、5 0 社以上のお取引先と

1 0 社のスタ ート アッ プに参加いただきまし た。最先端の技

術やビ ジネスアイ デアを 、企業や地域社会の課題解決に

つなげて、持続的な地域社会実現を目指し ています。

　 第7 次中期経営計画で掲げている「 ゴールベース型営業」

の考え方のもと 、お取引先の事業パート ナーと なるために

ご提供するソリューショ ンとし て、スタ ート アップのサービス

を紹介する取り 組みを強化し ていきます。

●ビジネスマッチングイベント の開催

■ 大学発スタ ート アッ プ の創出に向けた取り 組み

　 ～「 オール九州・ 沖縄スタ ート アッ プ エコ システムプ ラット フォーム（ PA RK S）」～

　 F F G で は、グループ のベン チャ ーキャ ピ タ ル

「 F F G ベン チャ ービ ジ ネス パート ナーズ（ 以下、

FV P）」を通じ て、スタ ート アッ プ 企業の支援・ 育成

に取り 組んでいます。

　 特に、九州地区の大学発ベンチャー創出を目

的に、大学等と 連携し た「 寄付講座提供」、「 アント

レプレナーシッ プ 拠点創設」、「 学生ビ ジネスプラ

ンコ ンテスト 運営」などに積極的に取り 組んでい

ます。

　 2 0 2 2 年度には、JST（ ※）の採択事業とし て、九

州・ 沖縄の1 8 の大学と FV Pで 、「 PA RKS」を設立

し まし た。地域一体と なり 、大学発ベンチャー創

出へ向けた体制構築を目指し 、5 年間にわたり 進

めていく 事業です。具体的には、①研究資金をは

じ めと する 起業活動支援、②アント レ プレ ナー

シッ プ 人材育成、③大学間のネット ワーク 化によ

る 起業環境整備、④アジ アと つな がるスタ ート

アッ プ・ エコシステムの形成などです。

※JST＝文部科学省所管の科学技術振興機構

オール九州・ 沖縄
スタ ート アッ プエコシステムプラット フォーム（ PA RKS）

［ 2 0 2 2 2ー 0 2 6 年度 JST ※受託事業］

①起業活動支援プログラムの運営
・ 研究シーズの事業化評価、ハンズオン

支援

・ G A P資金の申請支援

・ 起業活動支援人材の育成・ 整備

②アント レプレナーシッ プ人材育成
プログラムの開発・ 運営

・ アント レ プレ ナーシッ プ 教育の裾野

を 拡大

・ アント レプレナーシッ プ 教員の育成

③起業環境の整備
・ 各大学の取り 組みをつなぐアーカイブ

システムの運用

・ 各拠点の起業環境をICTツールにより

ネット ワーク化

④拠点都市のエコシステムの形成・
発展

・ 九州・ 大学発ベンチャー振興会議と の

連携による九州・ 沖縄全域を巻き込ん

だスタ ート アップ・ エコシステムの形成

・ アジア展開を見据えた起業支援



地域の面的再生への積極的な参画

■ 地域再生・ 活性化ネット ワーク

　 当社グループ傘下の福岡銀行は、地方銀行８行と『 地域再生・ 活性化ネット ワークに関する協定書』を締結しています。経営基

盤・ 営業エリアが異なる地方銀行が連携し 、各行の保有するさまざまな情報・ ネット ワークを相互に活用することで、従来単一の

銀行ではできなかったサービスの機会、スピード 、質（ クオリティ ）を最適なソリューショ ンとしてご提供します。

長崎県内における 地域活性化の取り 組み

　 当社グループ 傘下の十八親和銀行は、銀行合併による効果を通じ て、地域に貢献するための取り 組みを実施し ています。

県境・ 地域を越えて活躍するお取引先（ 広域展開企業）のビジ

ネスニーズや、地域の再生・ 活性化に資するさまざまな個別

案件に対し て、下記①②③を中心に連携・ 協力して対応して

います。

①各種金融手法を活用し た資金供給（ シンジケート ローン、

協調融資等）

②M & Aや事業承継にかかる相手方（ 売り 先・ 買い先）情報の

ご提供、アド バイザリーサービス

③ビジネスマッチング業務にかかる各種情報のご提供

●具体的な取り 組み

　 合併により 生じ た店舗統合の跡地の地域

への活用を 実施するため、旧大学病院前支

店を小児がんや難病の子どもと 、その家族が

宿泊できる施設とし て改装し 、一般社団法人

へ無償貸与する運営を開始しまし た。

小児がん等の子ども へ高度医療を提供できる病院は限られており 、長崎県内ではその治療の多く が長崎大学病院で行われ

ています。遠方から 治療に通う 子ども や、病気で苦し むご家族を全面的に支援することを目的に、長崎大学病院に近接する

本跡地を有効活用しまし た。

●店舗統合跡地の地域への活用

　「 ペンギンハウス」
【 運営スキーム図】

※長崎ペンギンの会は、十八親和ペンギンハウスの運営を目的とし て、2 0 2 2 年1 2 月に設立

ネット ワーク支援 ：  JHHHネット ワーク

連携支援 　 　 　：  がんの子どもを守る会
連携 ：  長崎大学病院

経営ノウハウ支援　 情報交換
患者への利用案内

ボランティ ア募集

寄付金

建物貸与

宿泊利用

無償

ボランティ ア

十八親和
ペンギンハウス

運営（ 使用借人）

（ 社）長崎ペンギンの会※

企業・ 個人

患者・ 家族

個人


